
1 

 

第三者調査委員会 調査報告書（要約版） 

2026 年 6 月 26 日  

特定非営利活動法人ジャパンマック 第三者調査委員会 

委員長 早坂毅、副委員長 小坂昌司、委員 大山和宏 

Ⅰ 本委員会 

特定非営利活動法人ジャパンマック（以下、「法人」）では、2023 年頃から 2025 年 10 月

まで、福岡の事業所（以下、「A 施設」）の当時の管理者（以下、「職員 A」）により施設利

用者から預かっていた金品が着服され、およそ 634 万円が取得されていた事案（以下、

「第一事案」）が判明した。上記を受けて法人は、2025 年 12 月、外部専門家による第三

者調査委員会（以下、「本委員会」）を設置した。その後 2026 年 3 月 10 日に、別事業所

（以下、「B 施設」）において、職員（以下、「職員 B」）により利用者及び法人の金品が着

服され、およそ 163 万円が取得された事案（以下、「第二事案」）が判明した（以下、第一

事案、第二事案を合わせて「本件」）。調査結果、法人による再発防止策の評価及び委員か

らの再発防止策をまとめた調査報告の要約を示すものが本報告書である。 

 

Ⅱ 調査報告 

1  第一事案の概要 

被害総額は利用者の預り金や作業工賃等合わせて 6,342,602 円に上る。着服が始まってし

ばらくの間、職員 A は着服金額を補填していたが、2025 年 4 月頃からは金額が大きくな

った。その結果、ある利用者の残高確認が行われる際に、別の利用者の預り金から穴埋め

をし、利用者と他職員による月に一度の残高確認をクリアできるよう隠蔽していた。この

預り金の移動も含め、職員 A が行った一連の隠蔽等の詳細は、以下の通りである。 

 

(1) 物理的な工作（紙幣を白い紙へ入れ替えていた） 

利用者の預り金を抜き取る際、発覚を防ぐため、20 万円以上の高額な現金を保管するた

めの透明なチャック付きビニール袋の表面に本物の紙幣を 2 枚ほど配置し、その中身をす

べて札束と同じ大きさに切った「白い紙」に入れ替えていた。 

 

(2) 工作を可能にした管理体制の変更 

職員 A は、銀行の封筒に入れ糊付けして印鑑を押す当初の管理方法を、「中身が見えるよ

うに」という名目で、ビニール袋管理へと変更を行っていた。また、ビニール袋へ現金を

入れ、日付や金額を記入し、押印する作業を、職員 A がある日から突然、全員分を一人で

やり始めたと一部の関係者からは指摘されている。 

 

(3) 現金の流用 
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月末に行われる利用者立ち会いでの残高確認（締めの作業）において、職員 A は「どの

利用者が、何曜日にチェックを受けるか」を把握していたため、上記の通り利用者間で預

り金を一時的に移動させることで、整合性を保っていた。 

 

3  着服金の使途及び返金状況 

職員 A はギャンブル依存があったことで法人の利用者となり、その後職員となってい

る。職員 A による着服した預り金の主な使途は、パチンコ等のギャンブルへの私的な費消

とされている。2025 年 11 月時点で職員 A と法人の間で損害賠償合意書が交わされてお

り、この中で職員 A は法人に対し、法人が利用者に被害回復で負担した全額について損害

賠償金として分割して支払うことに合意している。 

 

4  第二事案の概要 

被害総額は利用者からの預り金、法人からの仮払金、事業所の備品など 1,639,260 円に

上る。第二事案発覚に際して、法人による調査では以下の状況などが報告されている。 

 

(1) 月 2 回の残高確認を行っている中での不正 

事務職員の月 2 回の残高確認がある中で不正行為が行われた。事務職員による預り金の

確認は発覚前の 3 月 2 日にも行われ、現金残額と出納帳残高の一致が確認されている。 

 

(2) 高額現金の別管理の隙をつく形での不正 

多額の現金は別保管をする新ルールの合間を縫って着服が行われている。具体的には、

不正が行われたのは生活保護費の支払いがされる月初に当たっており、約 30 名の一時的

に高額になる預り金の高額部分を順次別管理に移行する作業の途中の時期であった。 

 

(3) 不正を行う前提への対応 

残高確認を行い一致しなければすぐに不正が発覚するという体制をとっていたとして

も、発覚を覚悟の上であえて着服等を実行する行動には対応できていなかった。 

 

5  第二事案の兆候 

職員 B は、第二事案が発生する前まで、通常は業務中に携帯電話等を触ることもなかっ

たが、2 月下旬頃から自身の携帯電話を就業時間中にも触れることや、落ち着きなく部屋

を飛び出すなど、一部職員からは「スリップ（依存行為の再発）」を疑う兆候も見られた。 

 

6  着服金の使途及び返金状況 

職員 B はギャンブル依存があったことで法人の利用者となり、その後職員となってい

る。2026 年 1 月末よりギャンブルを再開しており、これらに起因しての着服と思われる。
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なお、被害の回復については、発覚後に法人から利用者等への補填及び謝罪等が行われて

おり、3 月 11 日には、職員 B 及びその親族と面談を行い、親族が損害を賠償すること、

及び分割による弁済計画について合意書を交わした。また、物品は質屋から職員 B が借入

金を返済したことで返還されている。 

 

Ⅲ 不正が起こった問題点 

1  預り金管理の問題点 

預り金の管理状況は以下の通りである。 

 

(1) 入所時の預り金 

入所時に利用者は持ち込んでいる現金、キャッシュカード、印鑑等を事業所に預ける。

法人が定める規程では、通帳と印鑑は別々の管理責任者と出納責任者が保管する「分離保

管の原則」が定められている。 

 

(2) 保管の方法 

預かった金品について、現場では、利用者一人ひとりの資産を個別に管理している。 

現在では、個人別にビニール袋等に、現金、出納帳、他書類をまとめて入れ、事業所の

金庫に保管する形を採用している。 

 

(3) 出金の手順と残高の確認 

実際に利用者に支払い等が必要な場合は以下の流れで出金等を行う。 

⚫ 利用者が担当職員に使用目的（食費、医療費等）と必要金額を伝える 

⚫ 職員が相談の上で支給額を決定し、袋から現金を渡す 

⚫ 職員は出納帳に金額を記入し、現金残高と出納帳残高が一致していることを確認し

て再び金庫へ戻す 

また、月末には利用者本人と職員が、袋の中の現金残高と出納帳残高を照合し、一致し

ていれば利用者がサインをする。 

 

(4) 実際の管理状況について 

預り金の管理については上記の通りであるが、A 施設以外の他施設も含め、規程通りと

はいかないなどの以下の実態が見られる。 

⚫ 担当職員は利用者の預り金の対応だけで午前中一杯を要する事業所がある 

⚫ 利用者の袋を一つずつ金庫から出し入れする余裕がなく、机上に全利用者の袋を並

べて処理せざるを得ない状況もある 

⚫ 預り金を入れた袋が金庫に収まりきらず金庫外の棚に保管する場合もある 

⚫ A 施設では、規程上管理責任者と出納責任者を分ける「分離保管の原則」などが定
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められているが、実際には職員 A に一部権限が集中してしまっていた 

⚫ 職員 A は A 施設の鍵を所持しており、早朝などの時間外に単独で自由に出入りし、

着服及び不正工作（白い紙への入れ替え等）を行える環境にあった 

⚫ 出納帳が手書きの紙媒体のみで管理されていたため、不正の証跡を容易に隠蔽でき

る状況にあった 

 

第二事案発生時点では、「20 万円以上の預り金は別管理」という新たなルールを B 施設

含め各施設でも実施をしていた。しかし第二事案では、以下の状況が見られる。 

⚫ 20 万円以上の高額現金管理が徹底しきれていなかったタイミングで着服された 

⚫ 事情を知る職員が管理の間隙を縫って着服しようとすればできる状況ではあり、高

額な金銭の移動がある時期の不正の防止が難しかった 

⚫ 日々のダブルチェックが「複数名による同時立ち会い」ではなく「複数名による持

ち回り確認」であった 

 

2  組織及び事業の特徴 

職員の一部が依存症の回復者（当事者）であるという点は、法人の特徴の一つであり、

社会的な意義も理解できる。しかし、利用者への深い共感を生む一方で、監視機能が醸成

しにくい部分も考えられる。また、第一事案での調査からは「管理者だから大丈夫」とい

う思い込みなどの土壌も見られた。 

 

3  利用者及び職員へのアンケート 

本委員会では第二事案発覚前に利用者及び職員へのアンケートを実施した。アンケート

結果としては、概ね肯定的な意見が見られる。一方で規程の理解不足やチェックの省略、

特定の個人への依存が見られる点も確認できる。 

特に支援の傍ら、多額かつ煩雑な現金管理を少人数で行うことの限界が指摘されてお

り、対応策の必要性が示されている。再発防止策に関しては、概ね有効であると評価され

ているものの、「ルールが継続しない社風」への懸念や、人の意識・教育の重要性を問う声

も一部では見られる。 

 

Ⅳ 法人による再発防止策 

1  チェック体制の構築 

法人では第一事案後に、以下の体制構築等を行っている。 

⚫ これまで規程で定められた役割を改めて設定し、これらを事業所内に掲示して職員

全員に周知徹底を図るなどの見直し 

⚫ 事務職員による確認を加え、月 2 回の一斉全額確認を実施する体制を構築 

⚫ 24 時間解錠可能であった金庫及び事務所の鍵管理を見直し、早朝や夜間などの時間
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外における単独での金銭取り扱いを防ぐ仕組みを構築 

 

さらに、第二事案の発生を踏まえて、以下の対応を進めている。 

⚫ 事務職員を各施設 2 名以上配置し、帳簿上の残高と現金との照合を毎日行う 

⚫ 週 1 回、手元の預り金（利用者一人あたり最高 2 万円）を補充する際には、二人の

事務職員がその作業にあたり、同時に残高チェックをする体制の構築 

⚫ 預り金の支払い業務について、支払い額を支援職員が利用者と話し合って決め、支

援職員と事務職員の 2 名が利用者と対面して支払いを行い記録 

⚫ 金銭管理監督委員会を設置 

 

2  高額現金の取り扱い 

各利用者の手元の預り金の残高を、上記の通り 1 週間分の受け渡しに必要な 2 万円以内

とすることとした。 

さらに、一時的であれ高額な現金に職員が単独で接する機会がないように、多額の現金

の処理が発生した際には、複数の職員が直ちに別途管理のための金庫に収納するなどの措

置をとるように改善を進めている。 

 

3  金銭取扱業務担当者への定期指導及び業務監査の実施 

金銭取扱業務担当者への定期指導及び業務監査の実施を決定し、公認会計士と業務委託

契約を締結し、継続的かつ専門的な外部監査を受ける体制を整えている。 

公認会計士との業務委託契約では、法人と利用者の間で取り交わされる書面等の内容が

適切であるか、また正しく規程等が整備されているかの確認や、現場で行われている金銭

管理の実務（預り金の出納、保管状況、記録の正確性など）について、直接的な監督と改

善に向けた指導を実施する予定となっている。 

 

4  記録の適切な取扱いの強化 

紛失や破棄のリスクがあった手書きの出納帳に対し、エクセル等によるバックアップ管

理を導入し、記録を徹底するなどの対策が取られている。 

 

5   組織体制の構築と職員への支援 

虐待防止研修の実施や、職員への定期的なヒアリングの実施（発覚前から既に職員との

定期的な面談等は行っている）など、不審な行動やミスを安心して上司や窓口に相談でき

る体制の整備を進めている。また、これらの対応を行うにあたり、職員が多忙とならない

よう人員確保も進めている。 

 

6   当事者職員の金銭の取り扱い及び職員フォロー体制の改善 



6 

 

本件を引き起こした職員は、両名ともギャンブル依存症の経歴のある職員であった。そ

して、着服の動機はギャンブルの再発であった。これらの職員には金銭管理の業務を担わ

せないことが、金銭事故の防止と本人の回復継続という観点からも重要と法人は認識し、

本件を契機として、当事者職員を金銭管理業務担当から除外することとした。 

加えて、職員の採用時の一律基準設定の可否を含め、採用基準の協議を法人内で予定し

ており、新人研修、資格取得勉強会、当事者職員別の話し合いの場、研究会等を継続的に

実施し、採用後のフォロー体制についても改善が行われている。 

 

Ⅴ 再発防止策の評価及び提言 

1   発覚後の対応について 

事案発覚後、法人が直ちに利用者への全額補填を行い、利用者に対して説明と謝罪に当

たった迅速な対応は、利用者の保護を最優先する姿勢として評価できる。また、再発防止

策についても、預り金の全件確認や公認会計士による外部監査の継続に加え、組織文化に

まで踏み込んだ具体的な新施策を提示している点や、第三者調査委員会を立ち上げ外部の

専門家の意見を取り入れようとしている点は再生に向けた強い決意の表れと評価できる。 

法人が新たに提示した再発防止策は、従来の対策の隙を埋める実効性の高いものとなっ

ている。特に、現金の入出金について事務職員の対応とすることとした点、利用者一人あ

たりの預り金上限の制限、高額現金を事務局が一括管理する仕組みの導入は、現実的な措

置であると評価する。また、長期利用者が多く高額な現金を扱う福岡地区の特殊性を鑑

み、「事務局による月 2 回の一斉全数照合」を継続しつつ、新たに「同時に 2 名以上で行

う立ち会いダブルチェック」を義務化した点は、第二事案を通じた問題点を克服するため

にも有効な改善である。 

 

2   今後の取り組みについて 

一方で、第一事案後の対策があったにもかかわらず短期間で第二事案が発生したことを

鑑みて、本委員会としては、様々な再発防止策が一時的な応急処置に終わることなく、永

続的に機能し、定期的にメンテナンスし続ける必要があると考える。加えて、本委員会の

調査では職員の負担についての懸念も見られたことから、現場職員の負担を常に考慮しな

がら、施策が現場の実態に即しているかを適宜見直し、新たな組織文化を定着させること

が不可欠である。 

その際、法人が設置する各種委員会や理事会、監事等、客観的な視点を持つ方々とも積

極的に意見を交わし、特定の個人に依存しない体制を構築することが望ましい。また、依

存症は回復までの道程が容易でないことは指摘するまでもないが、当事者を職員とする組

織の特徴・理念をより良い形として運用できるよう、回復過程の当事者職員を守る視点も

大切にしながら体制を構築していくことを強く期待したい。 

（以 上）  
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巻末資料 法人における本件の経過 

年月日 本件の対応等 

2023 年頃 職員 A による利用者預り金の着服が開始される 

2025 年 10 月 15 日 利用者預り金の不足の確認、他職員から職員 A に電話報告 

2025 年 10 月 16 日 他職員から職員 A の上長へ報告 

2025 年 10 月 17 日 利用者預り金の全件確認を行い、約 520 万円の不足等を確認 

上長らが職員 A の自宅を訪問、職員 A が着服を認める 

2025 年 10 月 28 日 臨時理事会開催、被害者への説明・懲罰委員会の設置等を決定 

2025 年 10 月 30 日 この日までに法人資金により全額補填、利用者・家族へ謝罪 

2025 年 11 月 5 日 法人本部による福岡 5 事業所の実地調査、福岡県警察東警察署へ相談 

2025 年 11 月 11 日 理事会開催、第三者調査委員会の設置を決議。福岡市へ電話報告 

2025 年 11 月 14 日 東京都（所轄庁）へ電話報告 

2025 年 11 月 19 日 福岡市による立入検査、書類整備の不備等について指摘を受ける 

2025 年 11 月 27 日 緊急虐待防止委員会を開催 

2025 年 12 月 2 日 不祥事の公表内容について、福岡市福祉課へ事前報告 

2025 年 12 月 3 日 代表理事による虐待防止研修実施。法人 HP にて本件を公表 

2025 年 12 月 27 日 職員 A を懲戒解雇 

2026 年 1 月頃 B 施設で職員 B による着服が開始される 

2026 年 2 月頃 職員 B に再発の兆候や仮払金の精算遅延が見られる 

第一事案に関する利用者・職員向けアンケート調査の実施 

2026 年 3 月 2 日 事務職員による預り金検査（この時点では B 施設での残高一致を確認） 

2026 年 3 月 10 日 第二事案の発覚。職員 B が事実を認める 

2026 年 3 月 11 日 福岡市・東京都へ報告。被害額の補填。職員 B の親族との面談。 

2026 年 3 月 12 日 東京都による「認定 NPO 法人」更新に係る実地調査 

2026 年 3 月 13 日 臨時理事会開催、本委員会へ追加諮問、刑事告訴等を決定 

2026 年 3 月 17 日 認定 NPO 法人の更新申請を取り下げ 

2026 年 3 月 18 日 緊急虐待防止委員会を開催 

2026 年 3 月 19 日 福岡市による再度の立入検査・ヒアリング 

2026 年 3 月 24 日 職員 B を懲戒解雇 

2026 年 3 月 31 日 全職員対象のコンプライアンス研修実施 

2026 年 4 月 17 日 「福祉の原点に立ち返る研修」の実施 

2026 年 5 月 20 日 福岡市からの勧告に対する回答書を提出 

 


